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 ヨーロツパにおける欧州連合（EU）の拡大と深化、他方、アメリカにおける NAFTA の存在お
よび米州自由貿易地域（FTAA：Free Trade Area of the Americas）構想（現在、交渉停止中）を背景
として、東アジアにおいても、自然発生的な地域統合から制度的地域統合をめぐる議論が学界
で活発化しているだけでなく、現実の国際政治的アジェンダにもなってきている。その一つに
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2．ASEAN共同体構築の軌跡 
 




 東南アジア諸国連合（ASEAN）は 1967 年に「ASEAN 設立宣言（バンコク宣言）」に基づいて結
成された。結成当時、加盟国は、シンガポール、インドネシア、マレーシア、フィリピン、タ
イの 5か国であった。冷戦下では、これらの加盟国は反共体制を共有軸としていたため、ASEAN













体（ASEAN Security Community：ASC）、経済共同体（ASEAN Economic Community：AEC）、社会・
文化共同体（ASEAN Socio-Cultural Community：ASCC）の三本柱から構成される ASEAN 共同体
を 2020年までの創設を目標とした。 
 その後、2005 年の首脳会議で ASEAN 憲章制定のための賢人会議が設置され、その報告書が
2007年に提出された。この報告書をベースに討議され、ASEAN憲章が 2007年 11 月 20日の第
13回 ASEANサミットにおいて採択・署名され（このとき、2015年までに共同体創設を前倒しす
ることが合意された。ただし、経済共同体については、2006年の第 38回 ASEAN経済閣僚会議
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 第 1条の目標では、⑴ 地域の平和、安全、安定を維持強化する。⑵ ………経済的に統合さ
れた、単一市場と生産基地を創出する。⑶ 民主主義を強化し、…人権と基本的自由を促進する。 
 第 2条の原則では、⑴ 加盟国の独立や主権を尊重する。⑵ 加盟国の内政への不干渉。……
…⑸ 基本的自由と人権を尊重し、社会的正義を推進する。 
 第 7条によって、ASEAN首脳会議は ASEANの最高政策決定機関であり、年 2回開催される
と規定されている。 



















 第 26 条の未解決の紛争では、紛争が解決出来ない場合には、（本憲章の先の規定適用後に）
ASEAN首脳会議に決定が付託される。 
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 1990年 12月、マレーシアのマハティール首相（当時）は、EAEG（East Asia Economic Group）












 日本はアジア通貨危機発生後、ただちに「アジア通貨基金」（Asian Monetary Fund：AMF）構
想を提案し、危機を食い止めようとしたが、日本のリーダーシップによる国際機構創出を懸念
し、IMFを重視した米国や中国が反対したことで、AMF構想は頓挫した。 
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⑴ ASEAN l0首脳会議：ASEANの最高意思決定機関（1976年第一回首脳会議） 
 




⑶ 東アジア首脳会議（EAS：2005年第 1回首脳会議）： 
ASEAN l0＋3＋オーストラリア、ニュージーランド、インド；地域共通の問題に対し、
首脳主導で具体的協力を発展させる場。2011 年からロシア、米国が参加することが
ASEAN外相会議で受け入れ方針が固まった。これまでは参加 16ヶ国：ASEAN l0＋8） 
 
⑷ ASEAN地域フォーラム（ASEAN Regional Forum：ARF、1994年第 1回閣僚会議）： 
アジア太平洋における政治・安全保障分野を対象とする全域的な対話のフォーラム 
 
⑸ AEAN拡大外相会議（ASEAN Post-Ministerial Conference：ASEAN・PMC）： 
主に経済問題を中心とした ASEANと先進国の多国間・2国間協議の場（日本、アメリカ、
オーストラリア、カナダ、ニュージーランド、EUが参加）。 
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 ⑴ から ⑿ のうちで、⑽ の TPPおよび ⑾ の FTAAPは、自由化の程度に差異があるとして
も、APEC を法的拘束力のある自由貿易圏に移行させようとするものであり、アメリカが成長
著しい東アジア地域から政治的・経済的に排除されまいとする意図が濃厚である。 
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 2007年ASEAN l0＋3首脳会議の議長声明と東アジア協力に関する第2共同宣言では、ASEAN l0
＋3首脳会議が東アジア共同体創設で主要な役割を果たすこととしている。 












 すでに発効した ASEAN共同体憲章を参考にして、東アジア諸国（この場合には、ASEAN l0＋
3から成立）を想定した下記に見るような東アジア共同体憲章案の提案などの例がある。 
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  ＊ 地域安全保障 
  ＊ 国際犯罪 
  ＊ 公衆衛生・自然災害 
  ＊ 食料協力 
  ＊ 開発格差の縮小・貧困の緩和 
  ＊ 市場構築 
  ＊ 通貨・金融協力（アジア通貨単位：ACUの導入を含む） 
  ＊ エネルギー協力 
 このようにこの憲章（案）は、経済分野だけでなく、非経済分野（安全保障、国際犯罪、公衆衛
生・自然犯罪）も網羅している。 
 ここで、すでに発効している ASEAN 憲章とここで提示されている東アジア共同体憲章（案）
との関係を見ておこう。 
 
 ＊憲章案では、第 23 条において、東アジア首脳理事会は共同体の最高決定機関としている
（ASEAN憲章では第 7条に対応）。 
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(注)ARF閣僚会合及び ASEAN･PMCにおいては､欧州からは EUとして参加(加盟国が個々には参加せず)｡ 
 










ASEAN+３アイルランド    ドイツ 
イタリア      ハンガリー 
英国        フィンランド 
エストニア     フランス 
オーストリア    ブリガリア 
オランダ      ベルギー 
キプロス      ポーランド 
ギリシャ      ポルトガル 
スウェーデン    マルタ 
スペイン      ラトビア 
スロバキア     リトアニア 
スロベニア     ルーマニア 
チェコ       ルクセンブルク 
デンマーク 






日本  韓国  中国 
         豪州  ニュージーランド 
  
         ロシア 
         米国   カナダ 
 
北朝鮮      パプアニューギニア 
 
  
         台湾       メキシコ       チリ 
         香港       ペルー 
カンボジア   インドネシア   フィリピン 
ミャンマー   シンガポール   ブルネイ 
ラオス     タイ       ベトナム 
                 マレーシア 
        ASEAN事務局 
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